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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つの透明電極層及びフォトリフラクティブ材料を含むフォトリフラクティ
ブ装置の性能を向上させる方法であって、
　前記フォトリフラクティブ材料はフォトリフラクティブ性を示す有機ポリマー又は無機
ポリマーを含み、
　前記透明電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に一つ以上のポリマー層を配置
させることを含み、
　前記一つ以上のポリマー層は、約２～約１５の比誘電率を有する、方法。
【請求項２】
　前記一つ以上のポリマー層を組み込んだ後、約５３２ｎｍのレーザー光を用いて測定し
た前記フォトリフラクティブ装置のピーク回折効率のバイアスは、ポリマー層を配置させ
ずに少なくとも一つの透明電極層及びフォトリフラクティブ材料を含むフォトリフラクテ
ィブ装置に比べて減少する、請求項１の方法。
【請求項３】
　前記装置は、
　前記フォトリフラクティブ材料の両側の近傍に配置される第１の電極層及び第２の電極
層、
　前記第１の電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に配置される第１のポリマー
層、並びに
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　前記第２の電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に配置される第２のポリマー
層を備える、請求項１～２のいずれか１項の方法。
【請求項４】
　前記一つ以上のポリマー層は、ポリメタクリル酸メチル、ポリイミド、非晶質ポリカー
ボネート、シロキサンゾル－ゲル、及びそれらの組み合わせからなる群から選択される物
質から形成される、請求項１～３のいずれか１項の方法。
【請求項５】
　前記一つ以上のポリマー層の総厚みが約２μｍ～約４０μｍである、請求項１～４のい
ずれか１項の方法。
【請求項６】
　前記一つ以上のポリマー層の総厚みが約２μｍ～約３０μｍである、請求項１～４のい
ずれか１項の方法。
【請求項７】
　前記一つ以上のポリマー層の屈折率は約１．５～約１．７の範囲である、請求項１～６
のいずれか１項の方法。
【請求項８】
　前記電極は、金属酸化物、金属、及び有機膜であって光学密度が約０．２未満であるも
のからなる群から独立して選択される導電膜を含む、請求項１～７のいずれか１項の方法
。
【請求項９】
　前記フォトリフラクティブ材料は、約１．７の屈折率を有する、請求項１～８のいずれ
か１項の方法。
【請求項１０】
　フォトリフラクティブ性を示す有機ポリマー又は無機ポリマーからなるフォトリフラク
ティブ材料、
　第１の電極層及び第２の電極層、並びに
　前記第１の電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に配置される少なくとも一つ
のポリマー層を備え、
　前記少なくとも一つ以上のポリマー層は、約２～約１５の比誘電率を有する、回折格子
効率が向上されたフォトリフラクティブ装置。
【請求項１１】
　第１のポリマー層及び第２のポリマー層を備え、
　前記第１の電極層及び前記第２の電極層は、前記フォトリフラクティブ材料の両側の近
傍に配置されており、
　前記第１のポリマー層は、前記第１の電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に
配置されており、かつ
　前記第２のポリマー層は、前記第２の電極層と前記フォトリフラクティブ材料との間に
配置されている、請求項１０の装置。
【請求項１２】
　約５３２ｎｍのレーザー光により測定したとき、前記ポリマー層を含む前記フォトリフ
ラクティブ装置のピーク回折効率のバイアスは、ポリマー層を含まないフォトリフラクテ
ィブ装置に比べて、減少している、請求項１０～１２のいずれか１項の装置。
【請求項１３】
　約５３２ｎｍのレーザー光により測定したとき、前記フォトリフラクティブ装置の回折
格子持続性は１分以上である、請求項１０～１２のいずれか１項の装置。
【請求項１４】
　約５３２ｎｍのレーザー光により測定したとき、前記フォトリフラクティブ装置の回折
格子持続性は１時間以上である、請求項１０～１２のいずれか１項の装置。
【請求項１５】
　前記少なくとも一つのポリマー層は、ポリメタクリル酸メチル、ポリイミド、非晶質ポ
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リカーボネート、シロキサンゾル－ゲル、及びそれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる物質から形成されている、請求項１０～１４のいずれか１項の装置。
【請求項１６】
　前記少なくとも一つのポリマー層の屈折率は約１．５～約１．７である、請求項１０～
１５のいずれか１項の装置。
【請求項１７】
　前記少なくとも一つのポリマー層の総厚みは約２μｍ～約４０μｍである、請求項１０
～１６のいずれか１項の装置。
【請求項１８】
　前記少なくとも一つのポリマー層の総厚みは約２μｍ～約３０μｍである、請求項１０
～１６のいずれか１項の装置。
【請求項１９】
　前記第１の電極層の前記ポリマー層とは反対側に取り付けられた基材をさらに備え、該
基材は、ソーダ石灰ガラス、シリカガラス、ホウケイ酸ガラス、窒化ガリウム、ヒ化ガリ
ウム、サファイア、石英ガラス、ポリエチレンテレフタレート、及びポリカーボネートの
少なくとも一つを含む、請求項１０～１８のいずれか１項の装置。
【請求項２０】
　前記基材は約１．５未満の屈折率を有する材料を含む、請求項１９の装置。
【請求項２１】
　前記第１の電極層及び／又は第２の電極層は、金属酸化物、金属、及び有機膜であって
光学密度が約０．２未満であるものからなる群からそれぞれ独立して選択される導電膜を
含む、請求項１０～２０のいずれか１項の装置。
【請求項２２】
　前記フォトリフラクティブ材料は、約１．７の屈折率を有する、請求項１０～２１のい
ずれか１項の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フォトリフラクティブ材料の特性を向上させる方法に関するとともに、フォ
トリフラクティブ材料の性能、特にフォトリフラクティブ材料の回折格子又はイメージの
持続性を向上させるため多層を使用することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　フォトリフラクティブ特性は、ある材料内の電界を変化させることにより（例えばレー
ザー光照射によって）材料の屈折率が変化し得る現象である。この屈折率の変化は、以下
の（１）～（５）を含む一連の工程によってもたらされる。（１）レーザー光照射による
電荷の生成、（２）電荷輸送の結果生じる正と負の電荷の分離、（３）一種の電荷の捕捉
（電荷の非局在化）、（４）電荷の非局在化の結果として不均一な内部電界（空間電荷電
場）が生成、及び（５）不均一な電界により誘導される屈折率の変化。従って、良好なフ
ォトリフラクティブ特性は、一般に、良好な電荷生成、良好な電荷輸送又は光導電性、及
び良好な電気光学活性を同時にもたらす材料において認めることができる。
【０００３】
　フォトリフラクティブ材料には多くの有望な用途がある。そのような用途は、例えば、
高密度の光データ記憶、ダイナミックホログラフィー、光画像処理、位相共役鏡、光コン
ピューティング、並列光論理、及びパターン認識である。最初、フォトリフラクティブ効
果は、種々の無機の電気光学（ＥＯ）結晶（例えばＬｉＮｂＯ３）において見出された。
これらの材料において、内部空間電荷電場による屈折率変調の機構は、線形の電気光学効
果に基づく。通常、無機電気光学（ＥＯ）結晶は、フォトリフラクティブ性に対してバイ
アス電圧を必要としない。
【０００４】
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　１９９０年と１９９１年に、最初の有機フォトリフラクティブ結晶及び高分子フォトリ
フラクティブ材料が発見され報告された。そのよう材料は、例えば，Ｄｕｃｈａｒｍｅ他
の米国特許第５０６４２６４号に開示されており、その内容はこの引用により本明細書に
記載されたものとする。有機フォトリフラクティブ材料は、当初の無機フォトリフラクテ
ィブ結晶に比べて多くの利点（例えば、大きな光学非線形性、低誘電率、低コスト、軽量
、構造の可撓性、及び装置製造の容易さ）をもたらす。また用途に応じて望ましいものと
なり得る他の重要な特性には、長い貯蔵寿命、光学品質、及び熱安定性がある。上述した
種類の有効な有機高分子は、高度な情報通信技術にとって重要な材料となりつつある。
【０００５】
　近年、有機フォトリフラクティブ材料、特に高分子フォトリフラクティブ材料の特性を
最適化する努力がなされてきた。上述したように、良好なフォトリフラクティブ特性は、
良好な電荷生成、良好な電荷輸送（光導電性としても知られる）、及び良好な電気光学活
性に依存する。これらの特徴のそれぞれをもたらす成分の選択及び組み合わせを検討する
ため種々の研究がなされてきた。そして多くの場合、カルバゾール基を含む材料を組み込
むことにより光導電能がもたらされている。また材料の電荷輸送部位にはフェニルアミン
基を用いることができる。
【０００６】
　特に、より良好なフォトリフラクティブ性能（例えば、高い回折効率、速い応答時間、
及び長い相安定性）を有する新しい有機フォトリフラクティブ組成物がいくつか開発され
ている。例えば、米国特許第６８０９１５６号、第６６５３４２１号、第６６４６１０７
号、及び第６６１０８０９号、並びに米国特許出願公開第２００４／００７７７９４号（
日東電工テクニカル）（それらの内容はこの引用により本明細書に記載されたものとする
）を参照されたい。これらの特許及び特許出願は、非常に速い応答時間と良好な利得係数
を示すトリフェニルジアミン（ＴＰＤ）系フォトリフラクティブ組成物を製造するための
方法と材料を開示している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　良好なフォトリフラクティブ性を得るため、典型的に、高いバイアス電圧をフォトリフ
ラクティブ材料に印加することができる。高いバイアス電圧を用いることによってより長
い回折格子持続性を得ることができる一方、フォトリフラクティブ材料で高い電圧を用い
ると、バイアス電圧の印加を停止したほぼ直後にフォトリフラクティブ回折格子が消失す
る可能性がある。従って、バイアス電圧を停止しても、また、電圧を印加していなくとも
、回折格子持続性を向上させることが強く求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本開示の一実施形態により、一つ以上の透明電極層及びフォトリフラクティブ材料を備
えるフォトリフラクティブ装置の性能を向上させる方法が提供される。該方法は、透明電
極層とフォトリフラクティブ材料との間に一つ以上のポリマー層を配置させることを含む
。ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置に一つ以上のポリマー層を組み込ん
だ後、約５３２ｎｍのレーザー光を用いて測定したフォトリフラクティブ装置のピーク回
折効率のバイアスは、ポリマー層を配置させずに少なくとも一つの透明電極層及びフォト
リフラクティブ材料を含むフォトリフラクティブ装置に比べて、減少している。
【０００９】
　フォトリフラクティブ装置の性能を向上させる方法の一実施形態において、前記装置は
、フォトリフラクティブ材料の両側の近傍に配置される第１及び第２の電極層、第１の電
極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置される第１のポリマー層、並びに第２の電
極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置される第２のポリマー層を備える。
【００１０】
　フォトリフラクティブ装置の性能を向上させる方法の一実施形態において、ポリマー層
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は、ポリメタクリル酸メチル、ポリイミド、非晶質ポリカーボネート、シロキサンゾル－
ゲル、及びそれらの組み合わせからなる群から選択される。ある実施形態において、ポリ
マー層は、非晶質ポリカーボネートを含む。
【００１１】
　一つ以上のポリマー層の総厚みは、フォトリフラクティブ装置を向上させる方法におい
て広範囲に変わり得る。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、約１
μｍ～約８０μｍである。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、約
２μｍ～約４０μｍである。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、
約２μｍ～約３０μｍである。フォトリフラクティブ装置を向上させる方法において一つ
より多いポリマー層を用いる場合、該複数のポリマー層のそれぞれの厚みは、独立して選
択することができる。例えば、各ポリマー層は、約１μｍ～約４０μｍの厚みを有するこ
とができる。ある実施形態において、各ポリマー層は、約２μｍ～約２０μｍの厚みを有
する。ある実施形態において、各ポリマー層は、約１０μｍ～約２０μｍの厚みを有する
。ある実施形態において、各ポリマー層は、約２μｍ～約１０μｍの厚みを有する。ある
実施形態において、各ポリマー層は、約１５μｍ～約２０μｍの厚みを有する。
【００１２】
　ある実施形態において、ポリマー層は、約２～約１５の比誘電率を有する。ある実施形
態において、ポリマー層は、約２～約４．５の比誘電率を有する。ある実施形態において
、ポリマー層の屈折率は、約１．５～約１．７である。
【００１３】
　フォトリフラクティブ装置の性能を向上させる方法のさらなる実施形態において、前記
装置の複数の電極は、金属酸化物、金属、及び有機膜であって光学密度が約０．２未満で
あるものからなる群から独立して選択される導電膜を含む。ある実施形態において、電極
は、それぞれ独立して、酸化インジウムスズ、酸化スズ、酸化亜鉛、ポリチオフェン、金
、アルミニウム、ポリアニリン、及びそれらの組み合わせのいずれか一つを含む。
【００１４】
　フォトリフラクティブ装置の性能を向上させる方法において、フォトリフラクティブ材
料は、有機ポリマー又は無機ポリマーを含むことができる。ある実施形態において、フォ
トリフラクティブ材料は、フォトリフラクティブ性を示しかつ約１．７の屈折率を有する
有機ポリマー又は無機ポリマーを含む。
【００１５】
　本開示のもう一つの実施形態により、フォトリフラクティブ装置が提供される。該フォ
トリフラクティブ装置は、ここに記載される方法に従って製造することができる。ある実
施形態において、フォトリフラクティブ装置は、フォトリフラクティブ材料、第１の電極
層及び第２の電極層、並びに第１の電極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置され
る少なくとも一つのポリマー層を備える。
【００１６】
　ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置は、第１のポリマー層及び第２のポ
リマー層を備え、第１の電極層及び第２の電極層は、フォトリフラクティブ材料の両側の
近傍に配置されている。ある実施形態において、第１のポリマー層は、第１の電極層とフ
ォトリフラクティブ材料との間に配置される。ある実施形態において、第２のポリマー層
は、第２の電極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置される。ある実施形態におい
て、フォトリフラクティブ装置は、複数の基材層、該複数の基材層の間に配置される複数
の電極層、該複数の電極層の間に配置される複数のポリマー層、及び該複数のポリマー層
の間に配置されるフォトリフラクティブ層を備える。必要に応じてその他の層をさらに組
み込んでもよい。
【００１７】
　ある実施形態において、ポリマー層は、ポリメタクリル酸メチル、ポリイミド、非晶質
ポリカーボネート、シロキサンゾル－ゲル、及びそれらの組み合わせからなる群から選択
される。ある実施形態において、ポリマー層は、非晶質ポリカーボネートを含む。また、
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フォトリフラクティブ装置のポリマー層は、約２～約１５の比誘電率を有することができ
る。ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置は、約２～約４．５の比誘電率を
有する。フォトリフラクティブ装置においてポリマー層の屈折率は、約１．５～約１．７
とすることができる。
【００１８】
　フォトリフラクティブ装置において一つ以上のポリマー層の厚みは、広範囲に変わり得
る。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、約１μｍ～約８０μｍで
ある。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、約２μｍ～約４０μｍ
である。ある実施形態において、一つ以上のポリマー層の総厚みは、約２μｍ～約３０μ
ｍである。フォトリフラクティブ装置に一つより多いポリマー層が存在する場合、該複数
のポリマー層のそれぞれの厚みは、独立して選択することができる。例えば、各ポリマー
層は、約１μｍ～約４０μｍの厚みを有することができる。ある実施形態において、各ポ
リマー層は、約２μｍ～約２０μｍの厚みを有する。ある実施形態において、各ポリマー
層は、約１０μｍ～約２０μｍの厚みを有する。ある実施形態において、各ポリマー層は
、約２μｍ～約１０μｍの厚みを有する。ある実施形態において、各ポリマー層は、約１
５μｍ～約２０μｍの厚みを有する。
【００１９】
　ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置は、第１の電極層のポリマー層とは
反対側に取り付けられた基材を備える。ある実施形態において、フォトリフラクティブ装
置の基材は、ソーダ石灰ガラス、シリカガラス、ホウケイ酸ガラス、窒化ガリウム、ヒ化
ガリウム、サファイア、石英ガラス、ポリエチレンテレフタレート、及びポリカーボネー
トの少なくとも一つを含む。一部の実施形態において、基材は約１．５未満の屈折率を有
する材料を含む。
【００２０】
　ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置の複数の電極はそれぞれ、金属酸化
物、金属、及び有機膜であって光学密度が約０．２未満であるものからなる群から独立し
て選択される導電膜を含む。ある実施形態において、１つ以上の電極は、それぞれ独立し
て、酸化インジウムスズ、酸化スズ、酸化亜鉛、ポリチオフェン、金、アルミニウム、ポ
リアニリン、及びそれらの組み合わせのいずれか一つを含む。
【００２１】
　フォトリフラクティブ装置の一実施形態において、フォトリフラクティブ材料は、フォ
トリフラクティブ性を示しかつ約１．７の屈折率を有する有機材料又は無機材料からなる
。フォトリフラクティブ装置のある実施形態において、複数のポリマー層を含むフォトリ
フラクティブ装置のピーク回折効率のバイアスは、約５３２ｎｍのレーザー光により測定
した場合、複数のポリマー層を含まないフォトリフラクティブ装置に比べて、減少してい
る。
【００２２】
　驚くべきことに、約５３２ｎｍのレーザー光で測定した場合、ポリマー層を有するフォ
トリフラクティブ装置の回折格子持続性は、ポリマー層を有さないフォトリフラクティブ
装置に比べて、引き延ばすことができ、また長時間維持することができる。ここに記載さ
れるフォトリフラクティブ装置において測定された回折格子持続性の値（初期値の１／ｅ
に回折格子が低下する時間）は、驚くほど長いものである。ある実施形態において、フォ
トリフラクティブ装置の回折格子持続性は、約５３２ｎｍのレーザー光で測定した場合、
１分以上である。ある実施形態において、フォトリフラクティブ装置の回折格子持続性は
、約５３２ｎｍのレーザー光で測定した場合、１時間以上である。ある実施形態において
、フォトリフラクティブ装置の回折格子持続性は、約５３２ｎｍのレーザー光で測定した
場合、２時間以上である。ある実施形態では、フォトリフラクティブ装置を６０時間保存
した後においても、回折格子の９０％が残っている。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
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【図１Ａ】フォトリフラクティブ材料の片側において一つのポリマー層が電極層とフォト
リフラクティブ材料との間に配置されている一実施形態を示す図である。
【図１Ｂ】フォトリフラクティブ材料の両側において二つのポリマー層がそれぞれ電極層
とフォトリフラクティブ材料との間に配置されている一実施形態を示す図である。
【図２Ａ】フォトリフラクティブ材料の片側において一つのポリマー層が電極層とフォト
リフラクティブ材料との間に配置されている一実施形態を示す図である。
【図２Ｂ】フォトリフラクティブ材料の両側において二つのポリマー層がそれぞれ電極層
とフォトリフラクティブ材料との間に配置されている一実施形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本開示は、少なくとも一つ以上の透明電極層及びフォトリフラクティブ材料を備えるフ
ォトリフラクティブ装置の性能を向上させるシステム及び方法に関する。一つ以上のポリ
マー層を透明電極層とフォトリフラクティブ材料の間に配置する場合、一つ以上のポリマ
ー層を組み込んだ後、フォトリフラクティブ装置のピーク回折効率のバイアスは減少する
。一具体例において、そのような減少は、約５３２ｎｍのレーザー光を用いて測定するこ
とができる。有利なことに、以下で詳細に述べるとおり、この設計によって、装置を作動
させるのに必要なバイアス電圧が下げられ、その結果、装置の寿命が長くなる。この設計
に基づくフォトリフラクティブ装置は、例えば限定されることなくホログラフィーデータ
記憶及び画像記録材料及び装置を含む種々の用途に用いることができる。
【００２５】
　図１Ａ～１Ｂは、一実施形態のフォトリフラクティブ装置１００の一部を示しており、
該装置１００は、一つ以上の電極層１０４及びフォトリフラクティブ材料１０６を備える
。一実施形態において、第１及び第２の電極層１０４Ａ、１０４Ｂが、フォトリフラクテ
ィブ材料１０６の両側の近傍に配置される。第１及び第２の電極層１０４Ａ、１０４Ｂは
、以下に記載するとおり、同じ材料からなってもよいし、異なる材料からなってもよい。
【００２６】
　フォトリフラクティブ層は、フォトリフラクティブ装置に使用するため、種々の厚さ値
を有することができる。ある実施形態において、フォトリフラクティブ層の厚みは約１０
～約２００μｍである。ある実施形態において、フォトリフラクティブ層の厚みは約２５
～約１００μｍである。そのような厚みの範囲において、フォトリフラクティブ材料は良
好な回折格子の性質を示すことができる。
【００２７】
　また、一つ以上のポリマー層１１０が、電極層１０４Ａ、１０４Ｂとフォトリフラクテ
ィブ材料１０６との間に配置されている。図１Ａに示す一実施形態では、第１のポリマー
層１１０Ａが第１の電極層１０４Ａとフォトリフラクティブ材料１０６との間に配置され
ている。図１Ｂに示すもう一つの実施形態では、第２のポリマー層１１０Ｂが第２の電極
層１０４Ｂとフォトリフラクティブ材料１０６との間に配置されるよう図１Ａの実施形態
が変更されている。第１及び第２のポリマー層１１０Ａ、１１０Ｂは、以下に記載すると
おり、同じ材料からなってもよいし、異なる材料からなってもよい。複数のポリマー層の
それぞれの厚みは、独立して選択することができる。
【００２８】
　一実施形態において、ポリマー層１１０は、当業者に知られた技法（限定されることな
く例えばスピンコーティング及び溶媒キャスティングを含む）によって一つ以上の電極層
１０４に塗布される。その後、フォトリフラクティブ材料１０６がポリマー層で修飾され
た電極１０４に取り付けられる。
【００２９】
　一実施形態において、一つ以上のポリマー層１１０は、選定された厚み１１２Ａ、１１
２Ｂを有する単一の層を含む。もう一つの実施形態において、ポリマー層１１０は一つよ
り多い層からなり、ポリマー層１１０におけるすべての層の厚みの合計１１２Ａ、１１２
Ｂは、選定された厚み１１２Ａ、１１２Ｂにほぼ等しい。選択された厚み１１２Ａ、１１
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２Ｂは、必要に応じて別々に選定することができる。ある実施形態において、ポリマー層
１１０の選定された厚み１１２Ａ、１１２Ｂは、約２μｍ～４０μｍの範囲にある。ある
実施形態において、ポリマー層１１０の選定された厚み１１２Ａ、１１２Ｂは、約２μｍ
～約３０μｍの範囲にある。ある実施形態において、選定された厚み１１２は、約２μｍ
～約２０μｍの範囲にある。ある実施形態において、選定された厚み１１２は、約２０μ
ｍ～約４０μｍの範囲にある。一具体例において、ポリマー層１１０の選定された厚み１
１２Ａ、１１２Ｂは、それぞれ約２０μｍであるが、これに限定されものではない。
【００３０】
　また、一実施形態においてポリマー層１１０はさらに低誘電率を示すポリマーを含む。
ポリマー層１１０の比誘電率は、約２～約１５の範囲にあることが好ましく、約２～約４
．５の範囲にあることがより好ましい。ポリマー層１１０の屈折率は、約１．５～約１．
７とすることができる。ポリマー層１１０を構成する材料の具体例には、ポリメタクリル
酸メチル（ＰＭＭＡ）、ポリイミド、非晶質ポリカーボネート（ＡＰＣ）、及びシロキサ
ンゾル－ゲルがあるが、これらに限定されるものではない。これらの材料は、単独で使用
してもよいし、組み合わせて使用してもよい。例えば、一つ以上のポリマー層１１０は、
任意の単一のポリマー、二種以上のポリマーの混合物、それぞれ異なるポリマーを含む複
数の層、又はそれらの組み合わせを含むことができる。
【００３１】
　一実施形態において、電極１０４は透明電極１０４を含む。透明電極１０４はさらに導
電膜として構成される。導電膜を構成する材料は、金属酸化物、金属、及び有機膜であっ
て光学密度が約０．２未満であるものからなる群から独立して選択することができる。透
明電極１０４の具体例には、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化スズ、酸化亜鉛、ポリ
チオフェン、金、アルミニウム、ポリアニリン、及びそれらの組み合わせがあるが、これ
らに限定されるものではない。複数の透明電極１０４は、酸化インジウムスズ及び酸化亜
鉛からなるリストから独立して選択されることが好ましい。
【００３２】
　一実施形態において、フォトリフラクティブ組成物は、フォトリフラクティブ性を示す
有機ポリマー又は無機ポリマーを含む。ある実施形態において、ポリマーは約１．７の屈
折率を有する。好ましい具体例には、以下により詳細に示すとおり、光導電能又は電荷輸
送能を有する部分を含む少なくとも一種の繰り返し単位と、非線形光学能を有する部分を
含む繰り返し単位とを有するポリマーマトリックスを含むフォトリフラクティブ組成物が
あるが、これに限定されるものではない。任意に、前記組成物は、日東電工株式会社に対
する米国特許第６６１０８０９号（その内容はこの引用により本明細書に記載されたもの
とする）に記載されるように、他の成分（例えば、非線形光学能を有するもう一つの部分
を含む繰り返し単位）、さらには、増感剤及び可塑剤をさらに含んでもよい。光導電性成
分と非線形光学成分の一方又は両方は、官能基として（典型的には側基として）ポリマー
構造に組み込まれる。
【００３３】
　電荷輸送機能を与える基は、そのような能力をもたらす当該技術において知られた任意
の基とすることができる。この基をポリマーマトリックスに側鎖として結合させる場合、
その基は、重合してフォトリフラクティブ組成物のポリマーマトリックスを形成すること
ができるモノマーに組み込めることが望ましい。
【００３４】
　フォトリフラクティブ装置１００の一実施形態を図２Ａ～２Ｂに示す。フォトリフラク
ティブ装置１００は、複数の基材層１０２、複数の基材層１０２の間に配置される複数の
電極層１０４、複数の電極層１０４の間に配置される複数のポリマー層１１０、及び複数
のポリマー層１１０の間に配置されるフォトリフラクティブ層１０６を備える。
【００３５】
　一実施形態において、一対の電極層１０４Ａ、１０４Ｂが、一対の基材層１０２Ａ、１
０２Ｂの間に配置され、そして一対の電極層１０４Ａ、１０４Ｂの間にフォトリフラクテ
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１０Ａが、第１の電極層１０４Ａとフォトリフラクティブ材料１０６との間に配置される
。図２Ｂに示される別の実施形態では、第２のポリマー層１１０Ｂが第２の電極層１０４
Ｂとフォトリフラクティブ材料１０６との間に配置されるよう図２Ａの実施形態が変更さ
れている。上述したとおり、第１及び第２のポリマー層１１０Ａ、１１０Ｂは、同じ材料
からなってもよいし、異なる材料からなってもよい。
【００３６】
　基材層１０２の具体例には、ソーダ石灰ガラス、シリカガラス、ホウケイ酸ガラス、窒
化ガリウム、ヒ化ガリウム、サファイア、石英ガラス、ポリエチレンテレフタレート、及
びポリカーボネートがあるが、これらに限定されるものではない。基材１０２は１．５以
下の屈折率を有する材料を含むことが好ましい。
【００３７】
　光導電性基又は電荷輸送基の具体例は以下に示すとおりであるが、それらに限定される
ものではない。一実施形態において、光導電性基は、フェニルアミン誘導体（例えばカル
バゾール類、並びにジフェニルジアミン類及びトリフェニルジアミン類）を含む。好まし
い実施形態において、光導電機能を与える部分は、以下の側鎖構造（ｉ）、（ｉｉ）及び
（ｉｉｉ）からなるフェニルアミン誘導体の群から選択される：
【化１】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲａ１～Ｒａ８は
それぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０まで
の炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群
から選択される；
【化２】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲｂ１～Ｒｂ２７

はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０ま
での炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる
群から選択される；
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【化３】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲｃ１～Ｒｃ１４

はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０ま
での炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる
群から選択される。
【００３８】
　非線形光学機能を与える発色団又は基は、そのような能力をもたらす当該技術において
知られた任意の基とすることができる。この基をポリマーマトリックスに側鎖として結合
させる場合、その基又は該基の前駆体は、重合して組成物のポリマーマトリックスを形成
することができるモノマーに組み込めることが望ましい。
【００３９】
　本開示の発色団は以下の構造（０）によって表される：

【化４】

式中、Ｑはヘテロ原子（例えば酸素又は硫黄）を有する又は有しないアルキレン基を表し
、そしてＱは（ＣＨ２）ｐ（ここでｐは約２～６である）によって表されるアルキレン基
であることが好ましい。Ｒ１は水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、
最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族
基からなる群から選択されるものであり、そしてＲ１はメチル基、エチル基、プロピル基
、ブチル基、ペンチル基、及びヘキシル基から選択されるアルキル基であることが好まし
い。Ｇはπ共役結合の架橋を有する基である。Ｅａｃｐｔは電子受容体基である。Ｑは、
エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、及びヘプチレン
基からなる群から選択されることが好ましい。
【００４０】
　ここで用語「π共役結合の架橋」は、π共役結合によって二つ以上の化学基を結合して
いる分子フラグメントを指す。π共役結合は、原子軌道の重なりによって二つの原子間に
形成されるσ結合及びπ結合（σ結合に対してｓ＋ｐ混成原子軌道；π結合に対してｐ原
子軌道）を有する原子間の共有結合を含むものである。
【００４１】
　用語「電子受容体」は、π共役架橋に結合することができる高い電子親和性を有する原
子からなる基を指す。典型的な受容体を強度が増加していく順に示すと以下の通りである
：Ｃ（Ｏ）ＮＲ２＜Ｃ（Ｏ）ＮＨＲ＜Ｃ（Ｏ）ＮＨ２＜Ｃ（Ｏ）ＯＲ＜Ｃ（Ｏ）ＯＨ＜Ｃ
（Ｏ）Ｒ＜Ｃ（Ｏ）Ｈ＜ＣＮ＜Ｓ（Ｏ）２Ｒ＜ＮＯ２、ここでＲ及びＲ２はそれぞれ独立
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して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有す
る分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群から選択され
る。
【００４２】
　典型的な電子受容体基として、米国特許第６２６７９１３号（その内容はこの引用によ
り本明細書に記載されたものとする）に記載された官能基を用いることができる。それら
の電子受容体基の少なくとも一部を以下の構造に示す。以下の化学構造において記号「‡
」は、他の化学基に結合する原子を特定しており、「‡」がない構造で通常示唆される水
素が構造から欠落していることを意味する。
【化５】

式中、Ｒは水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素
を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群から選
択される。
【００４３】
　好ましい発色団基は、アニリン系基又はデヒドロナフチルアミン基である。
【００４４】
　非線形光学機能を与える部分は、構造（０）においてＧが以下の構造（ｉｖ）及び（ｖ
）からなる群から選択される構造によって表される場合が最も好ましい：
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【化６】

ここで両構造（ｉｖ）及び（ｖ）において、Ｒｄ１～Ｒｄ４はそれぞれ独立して水素原子
、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アル
キル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群から選択され、そしてＲｄ

１～Ｒｄ４はすべて水素であることが好ましい。Ｒ２は水素原子、最高１０までの炭素を
有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０ま
での炭素を有する芳香族基からなる群から選択される。
【００４５】
　ある実施形態において、構造（０）中のＥａｃｐｔは、以下の構造からなる群から選択
される構造によって表される電子受容体基である：
【化７】

式中、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を
有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０ま
での炭素を有する芳香族基からなる群から選択される。
【００４６】
　一実施形態において、適当な側鎖が結合される材料の主鎖として、例えば限定されるこ
となく、ポリウレタン、エポキシポリマー、ポリスチレン、ポリエーテル、ポリエステル
、ポリアミド、ポリイミド、ポリシロキサン、及びポリアクリレートを、本開示の材料マ
トリックスを形成するため用いることができる。
【００４７】
　好ましい種類の主鎖の単位には、アクリル酸エステル系又はスチレン系のものがある。
特に好ましいものはアクリル酸エステル系モノマーであり、より好ましいものはメタクリ
ル酸エステルモノマーである。ポリマー自体に光導電機能を組み込む最初の高分子材料は
、アリゾナ大学で開発されたポリビニルカルバゾール材料であった。しかし、それらポリ
ビニルカルバゾールポリマー類は、フォトリフラクティブ装置用のフィルムやその他の形
態に成形するため典型的に使用される加熱処理法を施すと、粘着性となる傾向がある。
【００４８】
　一方、（メタ）アクリル酸エステル系ポリマー、特にアクリル酸エステル系ポリマーは
、より好ましい熱特性及び機械特性を有している。すなわち、それらは、例えば射出成形
や押し出し成形による処理中、良好な加工性を示す。このことは特に、ポリマーがラジカ
ル重合によって調製される場合に顕著である。
【００４９】
　ある実施形態において、フォトリフラクティブポリマー組成物は、少なくとも一種の上
記光導電性基又は上記発色団基の一種を組み込むモノマーから合成される。明らかなとお
り、いくつかの物理的及び化学的特性がさらにポリマーマトリックスにおいて望ましい。
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ポリマーは、電荷輸送基と発色団基の両方を組み込むことが好ましく、従ってモノマー単
位が共重合体を形成する能力を有することが好ましい。形成される共重合体の重要な物理
的特性には、分子量及びガラス転移温度（Ｔｇ）があるがこれらに限定されるものではな
い。任意であるが、組成物は、標準的なポリマー加工法（例えば溶媒コーティング、射出
成形、及び押し出し成形）によってフィルム、コーティング、及び種々の形状の物に成形
できることが有益でありかつ望ましい。
【００５０】
　本発明において、ポリマーは、通常約３０００～５０００００、好ましくは約５０００
～１０００００の重量平均分子量（Ｍｗ）を有する。ここで用いる用語「重量平均分子量
」は、当該技術において周知のとおり、ポリスチレン標準のＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグ
ラフィー）法により測定した値を意味する。
【００５１】
　ある具体例において、フォトリフラクティブ材料に使用されるポリマー組成物は、電荷
輸送機能を与える以下の構造（ｉ）”、（ｉｉ）”、及び（ｉｉｉ）”からなる群から選
択される繰り返し単位を含むが、これに限定されるものではない：
【化８】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲａ１～Ｒａ８は
それぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０まで
の炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群
から選択される；
【化９】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲｂ１～Ｒｂ２７

はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０ま
での炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる
群から選択される；
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【化１０】

式中、Ｑはヘテロ原子を有する又は有しないアルキレン基を表し、かつＲｃ１～Ｒｃ１４

はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０ま
での炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる
群から選択される。
【００５２】
　ある具体例において、フォトリフラクティブ材料に使用されるポリマー組成物は、非線
形光学機能を与える構造（０）”によって表される繰り返し単位を含むが、これに限定さ
れるものではない：

【化１１】

式中、Ｑはヘテロ原子（例えば酸素又は硫黄）を有する又は有しないアルキレン基を表し
、そしてＱは（ＣＨ２）ｐ（ここでｐは約２～６である）によって表されるアルキレン基
であることが好ましい。Ｒ１は水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、
最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族
基からなる群から選択されるものであり、そしてＲ１はメチル基、エチル基、プロピル基
、ブチル基、ペンチル基、及びヘキシル基から選択されるアルキル基であることが好まし
い。Ｇはπ共役結合の架橋を有する基である。Ｅａｃｐｔは電子受容体基である。Ｑは、
エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、及びヘプチレン
基からなる群から選択されることが好ましい。Ｇ及びＥａｃｐｔは、構造（０）について
上述したとおりである。
【００５３】
　フェニルアミン誘導体基を電荷輸送成分として含むモノマーのさらなる具体例には、（
メタ）アクリル酸カルバゾリルプロピルモノマー、（メタ）アクリル酸４－（Ｎ，Ｎ－ジ
フェニルアミノ）－フェニルプロピル、Ｎ－［（メタ）アクロイルオキシプロピルフェニ
ル］－Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－トリフェニル－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン
、Ｎ－［（メタ）アクロイルオキシプロピルフェニル］－Ｎ’－フェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ
（４－メチルフェニル）－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン、及びＮ－［
（メタ）アクロイルオキシプロピルフェニル］－Ｎ’－フェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（４－ブ
トキシフェニル）－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミンがあるが、これらに
限定されるものではない。これらのモノマーは、単独で用いてもよいし、二種以上のモノ
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【００５４】
　発色団基を非線形光学成分として含むモノマーのさらなる具体例には、アクリル酸Ｎ－
エチル，Ｎ－４－ジシアノメチリデニル及びアクリル酸Ｎ－エチル，Ｎ－４－ジシアノメ
チリデニル－３，４，５，６，１０－ペンタヒドロナフチルペンチルがあるが、これらに
限定されるものではない。
【００５５】
　上述したモノマーからポリマーを製造するため、種々の重合法が当該技術において知ら
れている。そのような従来の方法の一つはラジカル重合であり、それは典型的にアゾ系開
始剤（例えばＡＩＢＮ（アゾイソブチルニトリル））を用いて実施される。このラジカル
重合法において、重合触媒は、重合可能なモノマーの合計１モルあたり、通常約０．０１
～５モル％、好ましくは約０．１～１モル％の量で使用される。
【００５６】
　本開示の一実施形態において、従来のラジカル重合は、溶媒（例えば酢酸エチル、テト
ラヒドロフラン、酢酸ブチル、トルエン、又はキシレン）の存在下で実施することができ
る。溶媒の使用量は、重合可能なモノマーの合計重量に対して、通常約１００～１０００
０重量％、好ましくは約１０００～５０００重量％である。
【００５７】
　別の実施形態において、従来のラジカル重合は、不活性ガスの存在下、溶媒を使用せず
に実施される。一実施形態において、不活性ガスは窒素、アルゴン、及びヘリウムのいず
れかを含む。重合中のガス圧は約１～５０ａｔｍ、好ましくは約１～５ａｔｍの範囲であ
る。
【００５８】
　通常のラジカル重合は、所望の最終分子量及び重合温度に応じて、また重合速度を考慮
して、約５０℃～１００℃の温度で行うことが好ましく、約１～１００時間持続させるこ
とが好ましい。
【００５９】
　上述した説明及び好ましい設定に基づいてラジカル重合法を行えば、電荷輸送基を有す
るポリマー、非線形光学基を有するポリマー、及び電荷輸送基と非線形光学基の両方を有
するランダム共重合体又はブロック共重合体を調製することができる。これらのポリマー
の組み合わせからポリマー系をさらに調製してもよい。さらに、ここに記載される手法に
従えば、非常に良好な特性（例えば光導電性、応答時間、及び回折効率）を有するかかる
材料を調製することができる。
【００６０】
　電荷輸送能のみを与えるモノマーからポリマーを調製する場合、ＩＢＭに対する米国特
許第５０６４２６４号（その内容はこの引用により本明細書に記載されたものとする）に
記載されるように、非線形光学特性を有する成分をポリマーマトリックスに分散させるこ
とにより本発明のフォトリフラクティブ組成物を調製することができる。適当な材料は当
該技術において知られており、文献（例えばＤ．Ｓ．Ｃｈｅｍｌａ　＆　Ｊ．Ｚｙｓｓ，
“Ｎｏｎｌｉｎｅａｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ
　Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　ａｎｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｓ”（Ａｃａｄｅｍｉｃ　Ｐｒｅｓｓ，
１９８７）（その内容はこの引用により本明細書に記載されたものとする））に詳しく記
載されている。またＳｅｔｈ　Ｒ．Ｍａｒｄｅｒ他に対する米国特許第６０９０３３２号
（その内容はこの引用により本明細書に記載されたものとする）に記載されるように、熱
安定性のフォトリフラクティブ組成物を形成する縮合環架橋の環固定型発色団を用いるこ
ともできる。発色団の添加物の典型的な具体例として、以下の化学構造の化合物を用いる
ことができるが、これらに限定されるものではない：
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【化１２】

【００６１】
　選択された一種又は複数種の化合物は、最高で約８０重量％、好ましくは最高で約４０
重量％の濃度でマトリックス共重合体に混合することができる。
【００６２】
　一方、非線形光学能のみを与えるモノマーからポリマーを調製する場合、やはりＩＢＭ
に対する米国特許第５０６４２６４号に記載されるように、電荷輸送性を有する成分をポ
リマーマトリックスに混合することによりフォトリフラクティブ組成物を調製することが
できる。好ましい電荷輸送化合物は、良好な正孔輸送化合物（例えばＮ－アルキルカルバ
ゾール又はトリフェニルアミン誘導体）である。
【００６３】
　電荷輸送能を有する個々の分子からなる物質の分散物の形態で電荷輸送成分を加えるこ
との代わりに又はそれに加えて、電荷輸送能と非線形光学能を有するそれぞれのポリマー
からポリマーブレンドを調製してもよい。電荷輸送ポリマーには、すでに上で述べたポリ
マー（例えばフェニル－アミン誘導体側鎖を含むもの）を用いることができる。電荷輸送
基のみを含むポリマーは従来の方法によって調製することが比較的簡単であるため、電荷
輸送ポリマーをラジカル重合又は他の都合の良い方法によって調製してもよい。
【００６４】
　非線形光学部を含む共重合体を調製するため、非線形光学能を有する側鎖基を持つモノ
マーを用いてもよい。用いることができるモノマーの具体例には、以下の化学構造を含む
ものがあるが、これらに限定されるものではない：

【化１３】

式中、Ｑはヘテロ原子（例えば酸素又は硫黄）を有する又は有しないアルキレン基を表し
、そしてＱは（ＣＨ２）ｐ（ここでｐは約２～６である）によって表されるアルキレン基
であることが好ましく、Ｒ０は水素原子又はメチル基である。Ｒは最高１０までの炭素を
有する直鎖又は分岐鎖アルキル基である。Ｒはメチル基、エチル基、又はプロピル基から
選択されるアルキル基であることが好ましい。
【００６５】
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　共重合体を調製する新規な方法も見出された。該方法は、非線形光学能のための前駆官
能基を含む前駆モノマーを使用することを含む。典型的にそのような前駆体は、以下の一
般構造（１）によって表される：
【化１４】

式中、Ｒ０は水素原子又はメチル基であり、かつＶは以下の構造（ｖｉ）及び（ｖｉｉ）
からなる群から選択される：

【化１５】

ここで両構造（ｖｉ）及び（ｖｉｉ）において、Ｑはヘテロ原子（例えば酸素又は硫黄）
を有する又は有しないアルキレン基を表し、そしてＱは（ＣＨ２）ｐ（ここでｐは約２～
６である）によって表されるアルキレン基であることが好ましい。Ｒｄ１～Ｒｄ４はそれ
ぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭
素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香族基からなる群から
選択され、そしてＲｄ１～Ｒｄ４は水素であることが好ましい。また式中、Ｒ１は最高１
０までの炭素を有する直鎖又は分岐鎖アルキル基を表し、そしてＲ１はメチル基、エチル
基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、又はヘキシル基から選択されるアルキル基であ
ることが好ましい。
【００６６】
　共重合体を調製するため、上述した種類からそれぞれ選択することができる非線形光学
モノマーと電荷輸送モノマーの両方を用いてもよい。この場合、ラジカル重合を行う方法
は、上記と同じ重合方法及び操作条件を、上記と同じ好ましい設定とともに用いることを
含む。
【００６７】
　前駆共重合体を形成した後、縮合反応によってそれを非線形光学基及び非線形光学能を
有する対応の共重合体に変換することができる。典型的に、縮合試薬は、以下からなる群
から選択することができる：
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【化１６】

式中、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を
有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０ま
での炭素を有する芳香族基からなる群から選択される。
【００６８】
　縮合反応は、ピリジン誘導体触媒の存在下、室温で約１～１００時間行うことができる
。溶媒（例えば酢酸ブチル、クロロホルム、ジクロロメチレン、トルエン、又はキシレン
）を使用することができる。任意に、反応は、触媒なしで、約３０℃以上の溶媒還流温度
で約１～１００時間行ってもよい。
【００６９】
　非線形光学能のため前駆体基を含むモノマーを使用し、そして重合の後にその基を変換
した場合、非線形光学基を含むモノマーを使用した場合よりも、多分散性がより低いポリ
マー産物が得られやすいことが見出された。従って、これは、フォトリフラクティブ組成
物を形成するための好ましい方法の一つである。
【００７０】
　電荷輸送能を有する第１の部分を含む繰り返し単位、非線形光学能を有する第２の部分
を含む繰り返し単位、そして任意に可塑化能力を有する第３の部分を含む繰り返し単位を
備える共重合体に対して、モノマー単位の比率は限定されるものではない。しかし、典型
的な具体例として、電荷輸送能を有する（メタ）アクリル系モノマー１００重量部に対し
、非線形光学能を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーの比率は、約１～２００重
量部、好ましくは約１０～１００重量部の範囲である。この比率が約１重量部未満の場合
、共重合体自体の電荷輸送能が弱くなり、応答時間が遅くなりすぎて良好なフォトリフラ
クティブ特性が得られなくなる傾向がみられる。しかし、そのような場合でも、上述した
非線形光学能を有する低分子量成分を加えることによってフォトリフラクティブ特性を高
めることができる。一方、この比率が約２００重量部を超える場合、共重合体自体の非線
形光学能が弱くなり、回折効率が低くなりすぎて良好なフォトリフラクティブ特性が得ら
れなくなる傾向がみられる。しかし、そのような場合でも、上述した電荷輸送能を有する
低分子量成分を加えることによってフォトリフラクティブ特性を高めることができる。
【００７１】
　任意に、この節で先に述べた所望の物理的特性を得るためあるいは向上させるため、ポ
リマーマトリックスにその他の成分を加えてもよい。一般に、良好なフォトリフラクティ
ブ能力のため、電荷発生剤として働く光増感剤を加えることが好ましい。幅広い選択肢の
光増感剤が当該技術において知られている。使用できる光増感剤の典型的な具体例には、
２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノンジシアノマロネート（ＴＮＦＤＭ）、ジニト
ロ－フルオレノン、モノニトロ－フルオレノン、及びＣ６０があるが、これらに限定され
るものではない。必要な光増感剤の量は通常約３重量％未満である。
【００７２】
　フォトリフラクティブ組成物を構成するため、可塑剤の特性を有する一種以上の成分と
ともに、組成物をポリマーマトリックスに混合することもできる。市販の任意の可塑剤化
合物、例えばフタル酸誘導体、あるいは、低分子量の正孔輸送化合物（例えばＮ－アルキ
ルカルバゾール又はトリフェニルアミン誘導体、又はアセチルカルバゾール又はトリフェ
ニルアミン誘導体）を用いることができる。以下の構造４、５、又は６に示す電子受容体
基を含むＮ－アルキルカルバゾール又はトリフェニルアミン誘導体は、フォトリフラクテ
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ィブ組成物をより安定にするのに有用である。というのも、そのような可塑剤は、一化合
物中にＮ－アルキルカルバゾール部分又はトリフェニルアミン部分と非線形光学部分の両
方を含むからである。
【００７３】
　可塑剤の具体例には、エチルカルバゾール、４－（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）－フェ
ニルプロピルアセテート、４－（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）－フェニルメチルオキシア
セテート、Ｎ－（アセトキシプロピルフェニル）－Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－トリフェニル－（１
，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン、Ｎ－（アセトキシプロピルフェニル）－Ｎ
’－フェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（４－メチルフェニル）－（１，１’－ビフェニル）－４，
４’－ジアミン、及びＮ－（アセトキシプロピルフェニル）－Ｎ’－フェニル－Ｎ，Ｎ’
－ジ（４－ブトキシフェニル）－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミンがある
が、これらに限定されるものではない。これらの化合物は、単独で用いてもよいし、二種
以上のモノマーの混合物として用いてもよい。また、未重合のモノマーは、低分子量の正
孔輸送化合物（例えば４－（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）－フェニルプロピル（メタ）ア
クリレート、Ｎ－［（メタ）アクロイルオキシプロピルフェニル］－Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－ト
リフェニル－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン、Ｎ－［（メタ）アクロイ
ルオキシプロピルフェニル］－Ｎ’－フェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（４－メチルフェニル）－
（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン、及びＮ－［（メタ）アクロイルオキシ
プロピルフェニル］－Ｎ’－フェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（４－ブトキシフェニル）－（１，
１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン）であってもよい。これらのモノマーは、単独
で用いてもよいし、二種以上のモノマーの混合物として用いてもよい。
【００７４】
　別の種類の可塑剤として、以下の構造４、５、又は６に示されるような、電子受容体基
を含むＮ－アルキルカルバゾール又はトリフェニルアミン誘導体を好ましく使用すること
ができる：
【化１７】

式中、Ｒａ１はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖アルキル基
、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有する芳香
族基からなる群から選択されるものであり、ｐは０又は１である；

【化１８】

式中、Ｒｂ１～Ｒｂ４はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖ア
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ルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有
する芳香族基からなる群から選択されるものであり、ｐは０又は１である；
【化１９】

式中、Ｒｃ１～Ｒｃ３はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を有する直鎖ア
ルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０までの炭素を有
する芳香族基からなる群から選択されるものであり、ｐは０又は１であり、Ｅａｃｐｔは
電子受容体基であって以下の構造からなる群から選択される構造によって表されるもので
ある：
【化２０】

式中、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８はそれぞれ独立して水素原子、最高１０までの炭素を
有する直鎖アルキル基、最高１０までの炭素を有する分岐鎖アルキル基、及び最高１０ま
での炭素を有する芳香族基からなる群から選択される。
【００７５】
　本発明の好ましい実施形態によれば、従来の方法に従って調製された類似のポリマーよ
りも比較的低いＴｇのポリマーが得られる。本発明者らは、このことにより、可塑剤への
依存度がより低くなるという利点がもたらされることを明らかにした。もともと適度なＴ
ｇの共重合体を選ぶことにより、そして平均Ｔｇを下げるのに寄与する方法を使用するこ
とによって、組成物に必要な可塑剤の量を好ましくは約３０％又は２５％以下に制限する
ことができ、より好ましくは、より低く、例えば約２０％以下に制限することができる。
【実施例】
【００７６】
　上に開示した系及び方法を用いて製造したフォトリフラクティブ装置は、類似のしかし
緩衝材のない装置に比べ、約半分のバイアス電圧を用いて３～４倍のシグナル効率の増加
をもたらすことができ、そのためより長い装置寿命が得られることが見出された。
【００７７】
　これらの利点を以下の実施例によってさらに説明するが、実施例は本開示の実施形態を
例示することを目的とするものであって、いかなる場合も、技術範囲や根底にある原理を
限定することを目的とするものではない。
【００７８】
（ａ）電荷輸送基を含むモノマー（ＴＰＤアクリレートモノマー）
　トリフェニルジアミン系のもの（Ｎ－［アクロイルオキシプロピルフェニル］－Ｎ，Ｎ
’，Ｎ’－トリフェニル－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン）（ＴＰＤア
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クリレート）を富士化学（日本）より購入した。このＴＰＤアクリル酸エステル系モノマ
ーは以下の構造を有する：
【化２１】

【００７９】
（ｂ）非線形光学基を含むモノマー
　非線形光学前駆体モノマー５－［Ｎ－エチル－Ｎ－４－ホルミルフェニル］アミノ－ペ
ンチルアクリレートを以下の合成スキームに従って合成した：

【化２２】

【００８０】
工程Ｉ
　酢酸ブロモペンチル（約５ｍＬ又は３０ｍｍｏｌ）及びトルエン（約２５ｍＬ）に、ト
リエチルアミン（約４．２ｍＬ又は３０ｍｍｏｌ）及びＮ－エチルアニリン（約４ｍＬ又
は３０ｍｍｏｌ）をほぼ室温において加えた。この溶液を一晩約１２０℃に加熱した。冷
却後、反応混合物をロータリーエバポレーターにかけた。残渣をシリカゲルクロマトグラ
フィー（展開溶媒：ヘキサン／アセトン＝約９／１）により精製した。油状のアミン化合
物を得た（収量：約６．０ｇ（８０％））。
【００８１】
工程ＩＩ
　無水ＤＭＦ（約６ｍＬ又は７７．５ｍｍｏｌ）を氷浴にて冷却した。次いでＰＯＣｌ３

（約２．３ｍＬ又は２４．５ｍｍｏｌ）を約２５ｍｌのフラスコに滴下し、そして混合物
を室温に戻した。アミン化合物（約５．８ｇ又は２３．３ｍｍｏｌ）をゴムセプタムを介
してシリンジによりジクロロエタンとともに加えた。約３０分間撹拌した後、この反応混
合物を約９０℃に加熱し、そして反応を一晩アルゴン雰囲気下で進行させた。
【００８２】
　翌日、反応混合物を冷却し、食塩水中に注ぎ、エーテルで抽出した。エーテル層を炭酸
カリウム溶液で洗浄し、無水硫酸マグネシウムで乾燥した。硫酸マグネシウムを除去した
後、溶媒を除去し、そして残渣をシリカゲルクロマトグラフィー（展開溶媒：ヘキサン／
酢酸エチル＝約３／１）により精製した。アルデヒド化合物を得た（収量：約４．２ｇ（
６５％））。
【００８３】
工程ＩＩＩ
　アルデヒド化合物（約３．９２ｇ又は１４．１ｍｍｏｌ）をメタノール（約２０ｍＬ）
で溶解した。この混合物に炭酸カリウム（約４００ｍｇ）及び水（約１ｍＬ）を室温にお
いて加え、そして溶液を一晩撹拌した。翌日、溶液を食塩水中に注ぎ、エーテルで抽出し
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た。エーテル層を無水硫酸マグネシウムで乾燥した。硫酸マグネシウムを除去した後、溶
媒を除去し、そして残渣をシリカゲルクロマトグラフィー（展開溶媒：ヘキサン／アセト
ン＝約１／１）により精製した。アルデヒドアルコール化合物を得た（収量：約３．２ｇ
（９６％））。
【００８４】
工程ＩＶ
　アルデヒドアルコール（約５．８ｇ又は２４．７ｍｍｏｌ）を無水ＴＨＦ（約６０ｍＬ
）で溶解した。この混合物にトリエチルアミン（約３．８ｍＬ又は２７．１ｍｍｏｌ）を
加え、そして溶液を氷浴で冷却した。アクロリルクロリド（約２．１ｍＬ又は２６．５ｍ
ｍｏｌ）を加え、そして溶液を約０℃で約２０分間保持した。その後、溶液を室温にまで
温め、そして室温で約１時間撹拌した。その時点で、ＴＬＣによりアルコール化合物のほ
ぼすべてが消失したことを確認した。溶液を食塩水中に注ぎ、エーテルで抽出した。エー
テル層を無水硫酸マグネシウムで乾燥した。硫酸マグネシウムを除去した後、溶媒を除去
し、そして残渣のアクリレート化合物をシリカゲルクロマトグラフィー（展開溶媒：ヘキ
サン／アセトン＝約１／１）により精製した。化合物の収量は約５．３８ｇ（７６％）で
あり、化合物の純度は約９９％であった（ＧＣにより）。
【００８５】
（ｃ）非線形光学発色団７－ＦＤＣＳＴの合成
　非線形光学前駆体７－ＦＤＣＳＴ（７員環ジシアノスチレン，４－ホモピペリジノ－２
－フルオロベンジリデンマロノニトリル）を以下の二工程合成スキームに従って合成した
：

【化２３】

【００８６】
　２，４－ジフルオロベンズアルデヒド（約２５ｇ又は１７６ｍｍｏｌ）、ホモピペリジ
ン（約１７．４ｇ又は１７６ｍｍｏｌ）、炭酸リチウム（約６５ｇ又は８８０ｍｍｏｌ）
、及びＤＭＳＯ（約６２５ｍＬ）の混合物を約５０℃で約１６時間撹拌した。水（約５０
ｍＬ）をこの反応混合物に加えた。生成物をエーテル（約１００ｍＬ）で抽出した。エー
テルを除去した後、粗生成物を、ヘキサン－酢酸エチル（約９：１）を溶離液として用い
るシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製して粗中間体を得た（約２２．６ｇ）
。４－（ジメチルアミノ）ピリジン（約２３０ｍｇ）を、４－ホモピペリジノ－２－フル
オロベンズアルデヒド（約２２．６ｇ又は１０２ｍｍｏｌ）とマロノニトリル（約１０．
１ｇ又は１５３ｍｍｏｌ）のメタノール（約３２３ｍＬ）溶液に加えた。反応混合物を室
温で保持し、そして生成物をろ過によって集め、エタノールからの再結晶により精製した
。収量（約１８．１ｇ、３８％）。
【００８７】
（ｄ）マトリックスポリマー
製造例１－ＡＩＢＮラジカル開始重合による共重合体の調製（ＴＰＤアクリレート／発色
団型　１０：１）
　電荷輸送モノマーＮ－［（メタ）アクロイルオキシプロピルフェニル］－Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’－トリフェニル－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジアミン（ＴＰＤアクリレー
ト）（約４３．３４ｇ）と、上述したとおり調製した非線形光学前駆体モノマー５－［Ｎ
－エチル－Ｎ－４－ホルミルフェニル］アミノ－ペンチルアクリレート（約４．３５ｇ）
を三つ口フラスコに入れた。トルエン（約４００ｍＬ）を加えて、アルゴンガスで約１時
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間パージした後、アゾイソブチルニトリル（約１１８ｍｇ）をこの溶液に加えた。アルゴ
ンガスによるパージを続けながら、次に溶液を約６５℃に加熱した。
【００８８】
　約１８時間の重合の後、ポリマー溶液をトルエンで希釈した。溶液から沈澱させたポリ
マーをメタノールに添加し、次いで得られたポリマー沈殿物を集め、ジエチルエーテル及
びメタノールで洗浄した。白色のポリマー粉末を集めて乾燥した。ポリマーの収率は約６
６％であった。
【００８９】
　重量平均分子量及び数平均分子量を、ポリスチレン標品を用いてゲル浸透クロマトグラ
フィーにより測定した。その結果Ｍｎ＝約１０６００、Ｍｗ＝約１７１００であり、約１
．６１の多分散度が得られた。
【００９０】
　非線形光学能を有するポリマーを形成するため、沈澱させた前駆体ポリマー（約５．０
ｇ）をクロロホルム（約２４ｍＬ）で溶解した。この溶液に、ジシアノマロネート（約１
．０ｇ）及びジメチルアミノピリジン（約４０ｍｇ）を加え、そして反応を一晩約４０℃
で進行させた。上記と同様、不純物のろ過によりポリマーを溶液から回収し、次いでメタ
ノールでの沈澱、洗浄、及び乾燥を行った。
【００９１】
（ｅ）ポリマー層で修飾したＩＴＯガラスの製造
　約２ｇのポリマー（ＡＰＣ、ＰＭＭＡ、ゾル－ゲル、又はポリイミド）粉末を約２０ｍ
ｌのジクロロメタンに溶解した。溶液を周囲条件下で一晩撹拌してほぼすべての溶解を確
実にした。次いで溶液を約０．２μｍのＰＴＦＥフィルターでろ過し、そしてＩＴＯガラ
ス基板にスピンコーティングした。次いでフィルムを約８０℃で約６０秒間プリベークし
、その後、約８０℃で一晩真空焼成した。得られたポリマー層の厚みの範囲は、最初のス
ピンコーティング速度及びポリマー濃度並びにコーティング法に応じて、０．５～５０μ
ｍであった。
【００９２】
実施例１－フォトリフラクティブ装置の調製
　二つのＩＴＯ被覆ガラス電極、二つのポリマー層、及びフォトリフラクティブ層を備え
るフォトリフラクティブ組成物の試験サンプルを調製した。フォトリフラクティブ組成物
の成分はほぼ以下のとおりであった：
（ｉ）マトリックスポリマー（製造例１に記載）　５０．０重量％
（ｉｉ）７ＦＤＣＳＴの調製した発色団　　　　　３０．０重量％
（ｉｉｉ）エチルカルバゾール可塑剤　　　　　　２０．０重量％
【００９３】
　フォトリフラクティブ組成物を調製するため、上記成分をトルエンで溶解し、そして一
晩室温で撹拌した。ロータリーエバポレーター及び真空ポンプにより溶媒を除去した後、
残渣をかき取り、集めた。
【００９４】
　この粉末残渣の混合物（フォトリフラクティブ層の形成に使用）をスライドガラス上に
置いて約１２５℃で溶融し、約２００～３００μｍ厚のフィルム又はプリケークを形成し
た。第１の電極層と第２の電極層は、フォトリフラクティブ材料の両側の近傍に配置され
、第１のポリマー層は第１の電極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置され、第２
のポリマー層は第２の電極層とフォトリフラクティブ材料との間に配置されている。実施
例１において使用した各ポリマー層はＡＰＣ（非晶質ポリカーボネート）ポリマーであり
、ＡＰＣはジクロロメタンで溶解して約５％の溶液にした。このポリマー溶液をＩＴＯ被
覆ガラスプレート（例えば電極層）の上面にスピンコーティング装置を用いてコーティン
グし、オーブンで乾燥（８０℃、１０分間）して、約２μｍ厚のＡＰＣ層を各電極層上に
設けた。ＡＰＣポリマーは、各層において酸化インジウムスズを覆った。
【００９５】
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　次いで、プリケークのフォトリフラクティブ層を、少量、スライドガラスから取り、約
１０４μｍのスペーサーで隔てた二枚のＡＰＣ被覆酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）ガラス
プレートの間に挟み、個々のサンプルを形成した。こうして、フォトリフラクティブ材料
はその両側に二つのポリマー（ＡＰＣ）層を有するとともに、それらポリマー層の両側に
二つの電極層が設けられた。ポリカーボネート層のそれぞれは約２ミクロンの厚みを有し
、従って、フォトリフラクティブ装置におけるポリマーの総厚みは約４ミクロンであった
。フォトリフラクティブ組成物層の厚みは約１０４μｍであった。
【００９６】
測定法
　回折効率は、二つのｓ偏光書き込みビームと一つのｐ偏光プローブビームを用いる約５
３２ｎｍでの四波混合試験により、印加電場の関数として測定した。二つの書き込みビー
ムの二等分線とサンプル法線との角度は約６０度であり、そして書き込みビーム間の角度
を調整して材料中に約２．５μｍの格子間隔をもたらした（約２０度）。それらの書き込
みビームは、約０．４５ｍＷ／ｃｍ２のほぼ等しい光強度を有し、反射損失の補正後、ポ
リマーに対して約１．５ｍＷの総光強度をもたらした。ビームは約５００μｍのスポット
サイズにコリメートした。プローブの光強度は約１００μＷであった。
【００９７】
　回折効率ピークのバイアスの測定は以下のように行った：フォトリフラクティブサンプ
ルに印加した電界（Ｖ／μｍ）は約０Ｖ／μｍから約１００Ｖ／μｍまでの全域にわたり
所定の時間（典型的に約３０秒）で変化させた。そしてこの時間の間、二つの書き込みビ
ームとプローブビームをサンプルに照射した。次いで回折されたビームを記録した。以下
の理論に従った、
【数１】

式中、Ｅ０
Ｇは格子波数ベクトルの方向におけるＥ０の成分であり、Ｅｑはトラップ制限

飽和空間電荷電界である。回折効率は、ある印加バイアスにおいて最大ピーク値を示すよ
うになる。従ってピーク回折効率のバイアスは、装置の性能を判定するのに非常に有用な
パラメーターである。
【００９８】
　所定の条件下における材料の比誘電率は、材料が静電線束を集束させる程度を示す尺度
である。それは、ある電位が付与されるときの真空の誘電率に対する蓄積電気エネルギー
量の比である。それは「ｒｅｌａｔｉｖｅ　ｐｅｒｍｉｔｔｉｖｉｔｙ（比誘電率）」と
も呼ばれる。
【００９９】
　誘電率は、εｒあるいは時にκ又はＫとして表される。それは以下のように定義される
：

【数２】

式中、εｓは材料の静的誘電率であり、ε０は真空の誘電率である。真空の誘電率は、電
界強度Ｅと電束密度Ｄとの関係を示すマクスウェルの式から誘導される。真空（自由空間
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）において誘電率εはε０によって与えられ、従って誘電率は１である。
【０１００】
　比誘電率εｒは、静電界に対して以下のように測定することができる：まず、電極間に
真空を用いてテストキャパシタの静電容量Ｃ０を測定する。次いで、同じキャパシタ及び
電極間距離を用い、電極間に誘電体を入れた静電容量Ｃｘを測定する。比誘電率は以下の
ように算出することができる：
【数３】

【０１０１】
　時間とともに変化する電磁場に対して、材料の誘電率は、周波数依存となり、一般に「
ｐｅｒｍｉｔｔｉｖｉｔｙ」と呼ばれる。
【０１０２】
回折格子持続性
　回折格子持続性は、最初に、シグナルが定常状態に達するまでフォトリフラクティブ装
置にフォトリフラクティブ回折格子を書き込むことによって測定した。その後、二つの書
き込みビームを遮断し、次の三つの方法の一つにおいて残存する回折格子をモニターした
：（ａ）バイアス電圧の印加をオンとし、絶えず読み取りビームをオンとする；（ｂ）バ
イアス電圧の印加をオンとし、周期的に読み取りビームを開放する；又は（ｃ）バイアス
電圧の印加をオフにして周期的に読み取りビームを開放し、読み取りビームを開放すると
同時にバイアス電圧の印加をオンとする。ホログラフィーデータ記憶（例えば更新可能な
３Ｄホログラフィーディスプレイ）を含むいくつかの用途は、より良好な性能のため長い
回折格子持続性を必要とする。ここに記載する一つ以上のポリマー層を含むフォトリフラ
クティブ装置は、長い回折格子持続性と向上した性能とをもたらす。
【０１０３】
実施例２
　ポリマー層をＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）から形成した以外は実施例１と同様
にしてフォトリフラクティブ装置を得た。回折格子持続性は（ａ）バイアスの印加をオン
とし、絶えず読み取りビームをオンとする方法により測定している。
【０１０４】
実施例３
　ポリマー層をポリイミドから形成した以外は実施例１と同様にしてフォトリフラクティ
ブ装置を得た。回折格子持続性は（ａ）バイアスの印加をオンとし、絶えず読み取りビー
ムをオンとする方法により測定している。
【０１０５】
実施例４
　各ポリマー層の厚みを約１０μｍとし、従ってポリマー層の総厚みを約２０μｍとした
以外は実施例１と同様にしてフォトリフラクティブ装置を得た。回折格子持続性は（ａ）
バイアスの印加をオンとし、絶えず読み取りビームをオンとする方法により測定している
。
【０１０６】
実施例５
　各ポリマー層の厚みを約２０μｍとし、従ってポリマー層の総厚みを約４０μｍとした
以外は実施例１と同様にしてフォトリフラクティブ装置を得た。回折格子持続性は（ａ）
バイアスの印加をオンとし、絶えず読み取りビームをオンとする方法により測定している
。
【０１０７】
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実施例６
　実施例５と同様にしてフォトリフラクティブ装置を得た。回折格子持続性は（ｂ）バイ
アスの印加をオンとし、周期的に読み取りビームを開放する方法により測定している。
【０１０８】
実施例７
　実施例５と同様にしてフォトリフラクティブ装置を得た。回折格子持続性は（ｃ）バイ
アスの印加をオフとし、周期的に読み取りビームを開放すると同時にバイアスの印加をオ
ンとする方法によって測定している。
【０１０９】
比較例１
　いずれのポリマー層もなしで、従って裸のＩＴＯガラスを含む二つの電極にフォトリフ
ラクティブ組成物が隣接するよう組立を行った以外は実施例１と同様にしてフォトリフラ
クティブ装置を得た。
【０１１０】
　各装置の性能を以下のとおり表１にまとめて示す。
【表１】

【０１１１】
　比較例のデータ（先行技術において説明）から明らかなとおり、５３２ｎｍのレーザー
光に対してピーク回折効率のバイアスは、ポリマー層を組み込んでいない装置の約８０Ｖ
／μｍから、ポリマー層を使用することにより約４０Ｖ／μｍ～５０Ｖ／μｍに低減する
ことができる。さらに、検討したポリマーの中で、ＡＰＣを含むポリマー層がピーク回折
効率のバイアスを最も大きく減少させることも分かる。
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【表２】

【０１１２】
　表２に示すとおり、フォトリフラクティブ装置に一つ以上のポリマー層を使用すること
によって回折格子持続性は大幅に向上している。実施例７では、６０時間の保存後、回折
格子の９０％が残存した。一方、ポリマー層を組み込んでいないフォトリフラクティブ装
置では、回折格子持続性は１秒に満たない。
【０１１３】
　以上の記載により本発明の新規な基本的特徴を示し、説明し、指摘してきたが、当然の
ことながら、例示した装置の細部の形態において、さらには、その使用において、種々の
省略、置換、及び変更が、本開示の技術的範囲を逸脱することなく当業者に可能である。
従って、本開示の技術的範囲は、上記記載に限定されるものではなく、添付の請求の範囲
に基づいて規定すべきである。ここで参照したすべての特許、特許公報、及びその他の文
献は、その引用により、その内容がそっくり本明細書に記載されたものとする。
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